
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
長崎県 長与町長崎県 長与町長崎県 長与町長崎県 長与町
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当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.68][0.68][0.68][0.68]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

62/13962/13962/13962/139
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均
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1.781.781.781.78

0.710.710.710.71
0.720.720.720.720.700.700.700.700.690.690.690.690.700.700.700.70

H21H20H19H18H17

0.680.680.680.68
0.690.690.690.690.680.680.680.680.670.670.670.670.640.640.640.64

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [91.1%][91.1%][91.1%][91.1%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

93/13993/13993/13993/139
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均

90.890.890.890.8
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H21H20H19H18H17

91.191.191.191.1
92.392.392.392.391.591.591.591.590.190.190.190.1

84.084.084.084.0

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額[[[[76767676,,,,990990990990円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

4/1394/1394/1394/139
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均

121,363121,363121,363121,363
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107,151107,151107,151107,151
101,733101,733101,733101,733103,696103,696103,696103,696104,138104,138104,138104,138104,546104,546104,546104,546

H21H20H19H18H17

76,99076,99076,99076,990
77,91977,91977,91977,91979,22479,22479,22479,22480,07780,07780,07780,07773,54573,54573,54573,545

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [99.7][99.7][99.7][99.7]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

117/139117/139117/139117/139
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.898.898.898.8
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
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120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

103.7103.7103.7103.7

80.480.480.480.4

96.596.596.596.5
96.196.196.196.195.795.795.795.795.695.695.695.694.894.894.894.8

H21H20H19H18H17

99.799.799.799.7
100.4100.4100.4100.499.399.399.399.3100.1100.1100.1100.199.499.499.499.4

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[4444....13131313人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

1/1391/1391/1391/139
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.337.337.337.33
長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均
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H21H20H19H18H17

4.134.134.134.13
4.184.184.184.184.094.094.094.094.094.094.094.093.963.963.963.96

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [10.5%][10.5%][10.5%][10.5%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

52/13952/13952/13952/139
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均

13.613.613.613.6

(%)
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10.510.510.510.5
9.79.79.79.78.68.68.68.6
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9.29.29.29.2

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [1.7%][1.7%][1.7%][1.7%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

24/13924/13924/13924/139
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.892.892.892.8
長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均長崎県市町村平均
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

長与町長与町長与町長与町
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
・　財政力指数
　類似団体平均にわずかに及ばない０．６８となっており、毎年上昇のトレンドで推移していたが今年度は昨年度より０．０１ポイント下
落した結果となった。歳入の確保に対しては、長引く経済不況を背景に徴収率が昨年度より０．５ポイント悪化しているが、徴収担当専
門員を中心に町税徴収の強化に取り組んでおり、今後も引き続き適正な課税、滞納額の圧縮に努め、歳入の確保を目指す。

・　経常収支比率
　地方税が減額に推移する中、地方交付税が昨年度より大幅に増加したことにより、昨年度と比較すると１．２ポイント減と大幅に改善
した。しかし、類似団体平均値と比較すると以前高い傾向にあり、また、扶助費や補助費等の増加など比率を悪化させる要因が背景に
あり厳しい状況といえる。５か年計画の集中改革プランが２１年度で終了するが、引き続き行政大綱の見直しを行い更なる行政改革の
推進を実施し、歳入確保及び義務的経費の抑制に努める。

・　人口1人当たり人件費・物件費等決算額
　人件費・物件費等は、「集中改革プラン」に基づく事務事業評価実施による経費縮減対策により減少傾向にあり、昨年度よりもさらに
改善されている。　（△９２９円、△１．１９％）これは類似団体平均を大きく下回る数値であり、今後も引き続き適正な定員管理及び経費
管理を推進する。

・　ラスパイレス指数
　本指数は職員数が少ない場合あるいは職員構成が国と乖離している場合は偶発的な要因で指数が大きく変動する特性を持っている。
　職員数が少ない本町では、経験年数の各階層における職員の分布が変わった場合には指数が大きく変動し、この影響が顕著にあらわれる傾向と
なっている。このため、本年度は昨年度よりも０．７ポイント減少してはいるが指数は流動的である。

・　将来負担比率
　昨年度より０．６ポイントと若干上昇した結果となってはいるが、特に新たな将来負担要因は発生しておらず、類似団体平均値及び全国平均値と比
較しても大きく下回っており良好な比率と言える。今後も引き続き適正な事業計画と起債管理を行い、財政硬直化の防止に努める。

・　実質公債費比率
　類似団体平均値は下回っているものの、昨年度と比較すると比率が０．８ポイント上昇した結果となった。これは主に地方債にかかる元利償還金
の増加によるものである。短期的に見ると今後ある程度上昇することも予想されるが、長期的な観点で適正な事業計画と起債管理を引き続き行い、
早期健全化基準内を堅持し財政硬直化の防止に努める。

・　人口千人当たり職員数
　昨年度比△０．０５人の４．１３人は、類似団体中最小であり、全国平均の約半数という状況である。引き続き適正な定員管理に努める。


